
自治体名：京都府 年度：令和３年度

会計：全体会計   

貸借対照表(BS) （単位：百万円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 2,805,398   固定負債 2,645,726

    有形固定資産 2,402,439     地方債等 2,379,168

      事業用資産 663,588     長期未払金 174

        土地 455,792     退職手当引当金 134,699

        立木竹 18,160     損失補償等引当金 434

        建物 583,938     その他 131,251

        建物減価償却累計額 -403,178   流動負債 134,501

        工作物 4,995     １年内償還予定地方債等 105,110

        工作物減価償却累計額 -1,529     未払金 8,500

        船舶 3,761     未払費用 2,331

        船舶減価償却累計額 -3,189     前受金 145

        浮標等 -     前受収益 74

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 15,124

        航空機 -     預り金 3,205

        航空機減価償却累計額 -     その他 12

        その他 - 負債合計 2,780,227

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 4,837   固定資産等形成分 2,883,419

      インフラ資産 1,676,689   余剰分（不足分） -2,736,718

        土地 458,039   他団体出資等分 -

        建物 21,747

        建物減価償却累計額 -11,512

        工作物 4,978,714

        工作物減価償却累計額 -3,820,781

        その他 3

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 50,479

      物品 125,595

      物品減価償却累計額 -63,433

    無形固定資産 17,075

      ソフトウェア 1,380

      その他 15,695

    投資その他の資産 385,884

      投資及び出資金 129,481

        有価証券 -

        出資金 129,481

        投資損失引当金 -47,758

        その他 -

      長期延滞債権 4,090

      長期貸付金 42,391

      基金 257,740

        減債基金 222,176

        その他 35,564

      その他 100

      徴収不能引当金 -161

  流動資産 121,529

    現金預金 37,876

    未収金 5,198

    短期貸付金 3,996

    基金 74,025

      財政調整基金 21

      減債基金 74,004

    棚卸資産 36

    その他 801

    徴収不能引当金 -403

  繰延資産 - 純資産合計 146,701

資産合計 2,926,928 負債及び純資産合計 2,926,928

報告書（財務諸表）



自治体名：京都府 年度：令和３年度

会計：全体会計   

行政コスト計算書(PL) （単位：百万円）

    その他 264

純行政コスト 1,209,772

    その他 233

  臨時利益 571

    資産売却益 308

    災害復旧事業費 192

    資産除売却損 145

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 42,461

純経常行政コスト 1,207,992

  臨時損失 2,352

      その他 1,262

  経常収益 60,868

    使用料及び手数料 18,407

    移転費用 653,374

      補助金等 638,932

      社会保障給付 13,180

        支払利息 13,011

        徴収不能引当金繰入額 297

        その他 40,944

        減価償却費 92,898

        その他 193

      その他の業務費用 54,252

      物件費等 351,694

        物件費 232,601

        維持補修費 26,002

        賞与等引当金繰入額 15,101

        退職手当引当金繰入額 10,301

        その他 7,857

    業務費用 615,485

      人件費 209,539

        職員給与費 176,281

報告書（財務諸表）

科目 金額

  経常費用 1,268,859



自治体名：京都府 年度：令和３年度

会計：全体会計   

純資産変動計算書(NW) （単位：百万円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 174,158 2,868,954 -2,694,796 -

  純行政コスト（△） -1,209,772 -1,209,772 -

  財源 1,199,467 1,199,467 -

    税収等 768,730 768,730 -

    国県等補助金 430,737 430,737 -

  本年度差額 -10,305 -10,305 -

  固定資産等の変動（内部変動） 31,486 -31,486

    有形固定資産等の増加 56,809 -56,809

    有形固定資産等の減少 -95,064 95,064

    貸付金・基金等の増加 425,122 -425,122

    貸付金・基金等の減少 -355,381 355,381

  資産評価差額 -153 -153

  無償所管換等 4,071 4,071

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 -21,070 -20,938 -131

  本年度純資産変動額 -27,457 14,465 -41,922 -

本年度末純資産残高 146,701 2,883,419 -2,736,718 -

報告書（財務諸表）

科目 合計



自治体名：京都府 年度：令和３年度

会計：全体会計   

資金収支計算書(CF) （単位：百万円）

本年度歳計外現金増減額 -70

本年度末歳計外現金残高 3,267

本年度末現金預金残高 37,876

財務活動収支 36,972

本年度資金収支額 -6,717

前年度末資金残高 41,326

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 34,609

    その他の支出 905

  財務活動収入 238,762

    地方債等発行収入 237,295

    その他の収入 1,467

前年度末歳計外現金残高 3,337

    その他の収入 2,564

投資活動収支 -79,496

【財務活動収支】

  財務活動支出 201,790

    地方債等償還支出 200,885

  投資活動収入 263,059

    国県等補助金収入 39,876

    基金取崩収入 62,110

    貸付金元金回収収入 157,863

    資産売却収入 646

    公共施設等整備費支出 51,363

    基金積立金支出 131,251

    投資及び出資金支出 1,467

    貸付金支出 158,475

    その他の支出 -

    その他の支出 143

  臨時収入 366

業務活動収支 35,807

【投資活動収支】

  投資活動支出 342,555

    国県等補助金収入 394,852

    使用料及び手数料収入 18,386

    その他の収入 42,040

  臨時支出 335

    災害復旧事業費支出 192

      補助金等支出 638,932

      社会保障給付支出 13,180

      その他の支出 1,262

  業務収入 1,219,488

    税収等収入 764,210

      人件費支出 217,496

      物件費等支出 258,658

      支払利息支出 13,093

      その他の支出 41,090

    移転費用支出 653,374

報告書（財務諸表）

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 1,183,711

    業務費用支出 530,337



会計名

収益事業特別会計
地域開発事業特別会計
港湾事業特別会計
国民健康保険事業特別会計
電気事業会計
水道事業会計
病院事業会計
工業用水道事業会計
流域下水道事業会計

注 記（全体財務書類）

１ 重要な会計方針

（１）作成方法

　一般会計等財務書類と同様の基準に基づき、一般会計等に一部の特別会計（流
域下水道事業特別会計は、地方公営企業法の財務規定等適用に向けての作業を実
施しているところであり、対象範囲から除外しています。）及び公営企業会計を
加えて作成しています。

（２）対象会計範囲

一般会計等の会計区分に加え、次の会計を対象としています。


